就　業　規　則
                 第１章　総　　　　　則
（目　　的）
第1条  この規則は当社の従業員の就業に関する事項を定めたものである。この規則に定めた事項のほか、従業員の就業に関する事項は労働基準法その他の法令の定めるところによる。
（制度の趣旨）
第2条  従業員はこの規則を遵守し、相互信頼の上に立ち相共に協力して　業務に専念し社業の発展に寄与しなければならない。
        　　　　 第２章　就業時間・休憩・及び休日
（就業時間）
第3条  １時間の休憩時間を除き実働８時間00分とし始業及び終業は次の　とおりとする。
1､ 始　　業　      　８時００分
2､ 終　　業　　　　１７時００分
（休　　憩）
第4条  休憩時間は次のとおりとする。
１２時００分より１３時００分
（勤務及び休憩時間の変更）
第5条  業務上必要あるときは労働時間８時間、休憩時間１時間の範囲に　おいて始業、終業の時刻及び休憩時間の変更をすることがある。
（休　　日）
第6条  休日は次のとおりとする。
1､ 日　曜　日
2､ 土　曜　日
3､ 国民の休日
4､ 年末年始休暇６日間
5､ 夏期休暇３日間
第7条  第３条及び前条の規定にかかわらず、業務上必要あるときは時間　外若しくは深夜又は休日に出勤させることがある。
第8条  満１８才未満の者については前条の規定は適用しない。
　満１８才以上の女子については前条の場合においても１日について２時
　間、１週間について６時間、１年について１５０時間超えて時間外勤務
　をさせ、又は深夜及び休日に出勤させることはない。
（休日の振替）
第9条  やむを得ない事由により第６条の休日に勤務を命じた場合には１　週間以内に代休を与えてこれを振り替える。
                 第３章　休　　　　　暇
（年次有給休暇）
第10条  ６箇月間継続勤務し全労動日の８割以上出勤した従業員には１０労働日の有給休暇を与える。
2  １年６箇月以上継続勤務した従業員には６箇月を超える勤続年数１年(全労働日の８割以上出勤したときに限る)につき１日を加算する。
       　　６ヶ月経過日から起算した継続勤務期間              労働日
           　　    　　 １年                                １労働日
           　　    　　 ２年                                ２労働日
           　　    　　 ３年                                ４労働日
           　　    　　 ４年                                ６労働日
           　　    　　 ５年                                ８労働日
           　　    　　 ６年以上                          １０労働日
3  前二項の休暇は次年度に限り繰越すことができる。
（特別休暇）
第11条  次の場合には特別休暇を与える。この場合において、次の第１号及び第１号の期間については通常の賃金を支給し、第２号ないし第４号の期間については無給とする。
1､ 慶弔のとき
        　　（イ）本人が結婚するとき　　　　　　　　　　５　　日
        　　（ロ）配偶者、子女が死亡したとき　　　　　　３　  日
        　　（ハ）父母、兄弟姉妹が死亡したとき　　　　　３　　日
2､ 生理日の就業が著しく困難なとき　　　　　　　必要期間
3､ 公民としての権利を行使し義務を遂行するとき　必要日時
4､ 女子従業員の出産のとき　　　　　　　　産前６週間、産後８週間
5､ その他会社がやむを得ないと認めたとき        必要期間
第12条  前二条による休暇を受けるときは所定の書式により事前に所属長の許可を受けなければならない。
                 第４章　人　　　　　事
（採用の条件）
第13条  満１５才未満の者は採用しない。
2  従業員を新たに採用するときは第１５条による必要書類の提出を求め
　選考試験に合格した者を採用する。
第14条  新たに採用された者は原則として３カ月以内の期間を定めて試用とし、その期間中当社に不適当と認めた者は採用しない。
2  特殊の技能又は経験を有する者については試用期間を設けないことがある。
3  試用期間は勤続年数に通算する。
第15条  新たに採用される者は次の書類を提出しなければならない。
1､ 自筆履歴書
2､ 住民票記載事項証明書
3､ 誓約書
4､ 保証人２名連署の身元保証書
5､ 家族調書
6､ 写　　真
7､ 健康診断書
8､ その他会社が必要と認める書類
（休　　職）
第16条  従業員が次の各号の一に該当するときは休職を命じ、その期間は次のとおりとする。
1､ 業務外傷病による欠勤が１箇月以上に及んだとき
        　(ｲ)一般傷病のとき　　　　　　　　　　　　　　　　　６　箇　月
        　(ﾛ)結核性傷病のとき　　　　　　　　　　　　　　　　１年６箇月
2､ 選挙により官公職に就いたとき　　　 　　　　　　　　  eq \o\ad(必要期間,　　　　　)
3､ 業務上の都合によるとき　　　　　　　          　　  eq \o\ad(その期間,　　　　　)
4､ その他特別の事由により休職させることを会社が適当と認めたとき　　　　　　　　                              　 　 eq \o\ad(必要期間,　　　　　)
　　　　
（休職期間中の賃金）
第17条  休職期間中は原則として賃金を支給しないが、必要あるときはその都度これを定める。ただし、前条第３号による期間については１日につき平均賃金の６割に相当する休業手当を支給する。
（休業事由の消滅）
第18条  休業事由が消滅したときは直ちに復職させるものとし、休職期間が満了したときは退職とする。　
2  休職期間は勤続年数に算入しない。ただし、第１６条第３号による期間は算入する。
　
（解　　雇）
第19条  従業員が次の各号の一に該当するときには３０日前に予告するか又は平均賃金の３０日分を支給して解雇する。
1､ 精神若しくは身体の傷害により業務に堪えられないと
        　認められるとき
2､ 試用期間を経過しても登用の見込みがないとき
3､ 勤務成績又は能率が不良で就業に適しないと認められるとき
4､ やむを得ない業務上の都合によるとき
5､ その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき
（退　　職）
第20条  従業員が次の各号の一つに該当するときは退職とする。
1､ 定年のとき  　　定年は満６０才に達した日とする。ただし、業務上必要と認める場合には嘱託として継続勤務させることがある。
2､ 死亡したとき　　死亡した日の翌日をもって退職とする。
3､ 休職期間が満了したとき 　　第１６条による休職期間が満了した日の翌日をもって退職とする。
4､ 従業員が退職を希望するとき　　退職願を会社が承認した日の翌日若しくは退職願提出後１４日を経過した日をもって退職とする。
                 第５章　服　　　　　務
第21条  従業員はこの規則に定めるもののほか、業務上の指示命令に従い自己の業務に専念し、作業能率の向上に努力すると共に互いに協力して社内の秩序を維持しなければならない。
第22条  従業員は次の事項を遵守しなければならない。
1､ 常に健康に留意し明朗溌剌たる態度で行動すること
2､ 職務の権限を超えて専断的なことを行わないこと
3､ 常に品位を保ち会社の名誉を傷つけないこと
4､ 会社の業務上の機密事項又は会社の不利益となる事項を他に洩らさないこと
5､ 会社の車両、機械、器具その他の備品を大切にし商品、燃料その他の消耗品を節約し製品及び書類は丁寧に取扱いその保管を厳にすること
6､ 許可なく職務以外の目的で会社の設備、車両、器具、その他の物品を使用しないこと
7､ 職場の整理整頓に務め、常に清潔に保つようにすること
8､ 職務に関し不当な金品の借用又は贈与の利益を受けないこと
9､ 会社内の善良な慣習や行事を正当な理由なしに破ったり妨げたりしないこと
10､ 許可なく無断で外出、遅刻、早退又は欠勤をしないこと
11､ 許可なく会社内で集会、演説を行ない文書、図書を配布掲示しないこと　
                 第６章　賞　　　　　罰
（表　　彰）
第23条  従業員が次の各号の一つに該当するときはこれを表彰する。
1､ 業務上特に優秀な成績を挙げた者
2､ 業務上有益な工夫、孝案、提案等をした者
3､ 勤務成績、態度等他の模範となる者
4､ 災害を未然に防止し又は災害の際抜群の行為をした者
5､ 特に会社に貢献し、功績があった者
6､ 永年勤続した者
7､ その他会社が適当と認めた者
第24条  表彰はその内容により次の３種とし必要に伴わせて行う。
1､ 表　彰　状
2､ 賞品又は賞金
3､ 昇　　　給
（懲　　戒）
第25条  従業員が次の各号の一つに該当するときは査定の上、これを懲戒処分にする。このために会社に損害を及ぼしたときは、その全部又は一部を弁償させることがある。
1､ 勤務を著しく怠った者
2､ 諸規定及び命令等に故意に違反した者
3､ 会社の信用、体面を汚した者
4､ 会社に重大な不利益を及ぼした者
5､ 素行不良で他の従業員に悪影響を及ぼす者
6､ 正当な理由なくしばしば遅刻、早退又は欠勤する者
7､ その他特に不都合な行為をした者
第26条  懲戒は次のとおりとしその行為の軽重又は情状によって裁定する。
1､ 戒　　告　（始末書を提出させ将来を戒める）
2､ 減　　給　（労働基準法第９１条の範囲内で減給する）
3､ 出勤停止　（７日以内出勤を停止しその期間中は無給とする）
（懲戒解雇）
第27条  従業員が次の各号の一つに該当するときは第１９条によらず労働基準監督署長の認定を受けた上で即時解雇する。
1､ 第２５条各号の行為にして特にその情状の重い者
2､ 重要文書の破棄、改ざん、偽造を計った者
3､ 禁固以上の刑の宣告を受けた者
4､ 会社の承認を受けずに他に雇い入れられた者
5､ 数回前条の懲戒を受けたにもかかわらず、なお、改しゅんの見込みがない者
6､ 経歴を偽り又は不正な方法で従業員となった者
7､ その他前各号に準ずる行為のあった者
                 第７章　賃　　　　　金
（賃　　　金）
第28条  従業員に支給すべき賃金は別に定める。
                 第８章　保　険　衛　生
（就業の禁止）
第29条  次の各号の一つに該当する従業員は就業させない。
1､ 精神病患者
2､ 伝染のおそれある結核患者
3､ 法定伝染病及び疑似症患者
4､ 就業により病気の悪化するおそれある患者
5､ 伝染病又は重病にかかった者で健康が充分回復していない者
6､ その他医師が就業不適当と認める者
（健康診断）
第30条  会社は従業員に対し毎年１回以上定期に健康診断を行なう。
3  前項のほか、必要に応じて従業員の全部又は一部に対し健康診断又は予防注射を行うことかある。
（産前産後の取扱）
第31条  ６週間以内に出産予定の女子従業員が休業を申し出たとき及び産後８週間を経過しない女子従業員は就業させない。但し、産後６週間を経過し、本人が申し出て医師が支障ないと認めた場合には就業させる　ことがある。
                 第９章　安　　　　　全
（安　　全）
第32条  災害その他非常時態が発生する危険があることを知ったとき、その他異常を認められたときには速やかに臨機の処置をとると共にそのことを担当者に報告しなければならない。
第33条  災害が発生した場合はお互いに協力してその災害を最小限にとどめるよう務めなければならない。
                 第１０章　災　害　補　償
（災害補償）
第1条  従業員が業務上の傷病を蒙ったときには法令の定めるところにより災害補償を行う。
（付　　則）
１．この規定は平成　年　月　日より実施する。
